


















































































































































































































(７) BGH,Beschl.v.2.6.2005,BGHZ 163,154＝NJW 2005,2061.





































































にせよ個別の部屋等の譲渡を禁止するに至っている。Diester, a. a. O., S. 26;
Thun,a.a.O.,S.54ff.




















































































































































































を「住居所有権法に基づく組合（Gesellschaft nach dem Wohnungseigentums-
gesetz）」と捉え、団体に当事者能力を認めていた。しかし、ユンカーの見解は他
の学説からの「猛烈な否定」（Ha?ublein, Zur Rechtsfa?higkeit der WE-Gemein-








































(29) s.Protokoll der50.Sitzung des Deutschen Bundesrats v.16.2.1951.（PiG
8,1982,S.221f.）
(30) Ba?rmann, Zur Theorie des Wohnungseigentumsrechts, NJW 1989,
































(33) BGH,Beschl. v.2.6.2005, BGHZ 163,154（Gru?nde III8c);Maroldt, Die
 
Rechtsfolgen einer Rechtsfa?higkeit  der Gemeinschaft  der Wohnungs-
eigentu?mer,2004,S.7.ボルク（Bork,ZIP 2005,1205（1206））はこの定義付けに
批判的である。



































































(36) Raiser,Rechtsfa?higkeit der WE-Gemeinschaft?,ZWE 2001,173（174ff.).






































































































































































































































(58) K. Schmidt, Die BGB-Außengesellschaft: rechts-und parteifa?hig, NJW
2001,993（1002f.).
(59) ドイツ社団法の改正法については、Reuter, Die Reform des Vereinsrechts,
NZG 2005,738ff.;Beuthin,Ku?nftig alles klar beim nichteingetragenen Verien?,




























































































































































































































































































































(80) これは Schulze-Osterloh, Das Prinzip der gesamtha?nderischen Bindung
（1972）に代表される見解である。































































































































































(88) BGH,Beschl.v.2.6.2005,BGHZ 163,154（Gru?nde III 4).





























































Demharter,Der Beschluss des BGH zur Teilrechtsfa?higkeit der Gemeinschaft
 
der Wohnungseigentu?mer, ZWE 2005,（357, 359);Ha?ublein, ZMR 2005, 557;
ders.,ZIP2005,1720;ders.,Wohnungseigentum,quo vadis?,ZMR 2006,1;Lu?ke,
Anmerkung zu BGH,Bechl.v.2.6.2005,ZfIR 2005,51等を参照。






































































































(99) Gegena?ußerung der Bundesregierung,BT-Drucks.16/887,Anlage3.
(10) Gegena?ußerung der Bundesregierung,BT-Drucks.16/887,Anlage3.
(101) 2005年の BGH決定においては、住居所有権者共同体の部分的権利能力の範囲
が明確になっておらず、共同体と個々の住居所有権者の間の権利関係についても部
分的権利能力が妥当するかといった問題が残されていた。Vgl.Raiser,ZWE 2005,
365（368).
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職務において有する代理権を、従前の、住居所有権者の代理人としての機
能と区別することが、誤謬を避けるためにも必要とさ
(102)
れた。それでは、住
居所有権者共同体の部分的権利能力は、条文においてどのように具体化さ
れたのであろうか。
第三款 2007年改正法条文への反映
住居所有権者の共同体について部分的権利能力が承認されたことを根拠
とする新たな規律は、特にWEG第10条（住居所有権者の共同関係に関する
一般原則）、第27条（管理者の職務及び
(103)
権限）に見られる。そこで先ず以下
において、第10条の規定を一瞥しよう。
第10条第１項
本法の規定に基づく権利及び義務、特に特別所有権及び共同財産の保有者
は、これと異なる定めのない限り、住居所有権者である。
第10条第６項
(第一文）住居所有権者の共同体は、共同財産の管理の全ての範囲におい
て、第三者及び住居所有権者に対し、独自で権利を取得し又義務を負うこと
ができる。（第二文）住居所有権者の共同体は、共同体として法律に基づい
て創設され、又は法律行為に基づいて取得した権利及び義務の保有者であ
る。（第三文）住居所有権者の共同体は、住居所有権者の共同体に関する権
利を行使し義務を履行するほか、住居所有権者のその他の権利及び義務につ
いても、それが共同して行使され又は履行されるべき限りにおいて、これを
行使し、履行する。（第四文）省略（第五文）共同体は裁判において訴える
(102) これに加えて、共同体が権利能力を有することから、その倒産能力も問題とな
る。連邦政府草案第11条第３項は、住居所有権の特殊性を根拠に、住居所有権者共
同体の管理財産に対する倒産手続の開始により共同関係が解消されないことを定め
ていたが、最終草案では共同体の倒産能力は否定された（WEG第11条第３項）。
(103) 住居所有権者の共同体の権利能力は、管理者の地位にも影響を与えた。管理者
は共同体の機関としても位置付けられることになったのである。これについては後
述する。
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ことができ、また訴えられることもできる。
第10条第７項
管理財産は住居所有権者の共同体に帰属する。管理財産は、共同財産の管
理の全範囲において、法律の規定に基づき又法律行為により取得した物及び
権利、並びに発生した債務から成る。管理財産には、特に、第三者及び住居
所有権者との間の権利関係に基づく請求権及び権限、並びに徴収した金銭が
含まれる。住居所有権の全部が一人に帰属することになったときは、管理財
産は土地の所有者に移転する。
さらに、WEG第10条第８項では、住居所有権者の第三者に対する責任
が新たに規定された。この規定は、BGH2005年決定により住居所有権者
の共同体が第三者との関係において契約当事者として現れることから生じ
る、共同体の債権者による住居所有権者への直接の責任追及がいかなる範
囲において認められるかという問いに答えるものである。この点について
立法者は、次のように規定して、BGHの責任構成と決別した。
第10条第８項
各住居所有権者は、自己が共同体に帰属している間に成立し、又は当該期
間内に履行期が到来した住居所有権者共同体の債務について、その有する共
有持分の割合（第16条第１項第２文）に応じ、債権者に対して責任を負う。
住居所有権の譲渡後の責任については、HGB160条を類推して適用する。住
居所有権者は、債権者に対し、自己が個人的に有する抗弁権のほか、共同体
の有する抗弁権を主張することができるが、自己が共同体に対して有する抗
弁権を主張することはできない。取消可能の抗弁及び相殺可能の抗弁につい
ては、BGB第770条の規定を類推して適用する。秩序あるものではない管理
（nicht ordnungsma?ßige Verwaltung）を理由とする、共同体に対する住居
所有権者の責任は、第１項の規定に基づいて決定する。
次回は、住居所有権者共同体への部分的権利能力の付与の結果浮かび上
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がる諸論点を個別に検討することから始める。
【付記】
本稿は、平成19年度科学研究費補助金（基盤研究Ｃ、課題番号17530077）
および2007年度早稲田大学特定課題研究助成費（2007A―813）による研究
成果の一部である。
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